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秋田県大館市の概要

ＭＡＤＥ ＩＮ オオダテ

・森林率７９％
・国有林約４万ｈａ、民有林約３万ｈａ
・古くから秋田スギの主要な産地

総面積：9万1,332ha
森林面積：7万2,367ha
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大館市：林政課新設（Ｒ２～）
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林政課 木材産業係
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農政課

商工課

※農林課時代
⇒林業担当３～４名

令和４年４月現在…

総勢１７名
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２ 取り組みの内容及び経過
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森林経営管理制度創設前の取り組み

Ｈ３０年度 森林経営管理制度 意向調査等準備推進業務

Ｈ２９年度 大館北秋田地域森林資源情報整備業務

・大館北秋田地域林業成長産業化協議会において、大館北秋田
地域の市村有林を中心とした施業集約化を効率的に進めるため、
市村有林、国有林の情報を統合した資料作成。

・平成３１年度の森林経営管理制度施行に向け、制度運用に先
立つ事前準備を進める。
・意向調査候補森林（５年分）の選定。

制度開始年度からスムーズな事業運営
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森林経営管理制度創設時の課題

大館市における制度対象人工林面積・・・

約１万２，０００ｈａ
当時の状況は・・・

・林業専門職員がいない（元々林業職採用がない）
・人事異動により林業知識がない事務職員が担当

民間への事務委託を検討・・・

・民間側も深刻な人材不足
・準備期間が短すぎる

「めるちゃん」

自ら人を育てていく道を選択
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制度実施体制の構築 ～自前でやる！～

“林業人”の育成へ

次世代に秋田スギを引き継ぐことができる人材

２０１９（平成３１年）年４月１日より

４名の新規雇用
（うち１名は地域林政アドバイザー）

私たちが経営管理制度を推進します！
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取り組みの経過（令和元年度～３年度）

１ 意向調査計画の策定

・全体20年の5か年分(R1～)

３ 市民対象の座談会開催

・元年度 12公民館
・２年度 中止（コロナ禍の為）

・３年度 ８会場

２ 市広報への制度掲載

・制度周知 広報おおだて

地区座談会
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４ 意向調査対象区域決定

６ 経営管理権集積計画作成

５ 意向調査票発送・回収

３か年
３，８２３ｈａ

送付対象
１，５０７人
※天然林、施業履歴有りを除く

取り組みの経過（令和元年度～３年度）

回答者数

９８５人（65.4％）
うち、市に管理を委ねる回答者数

６５２人（66.2％）

取り組みにより見えてきた課題も…

９



取り組みの経過（令和元年度～３年度）

区分
事業対象
区域面積
(ha)

意向調査 集積計画 配分計画

対象面積
(ha)

対象件数
(件)

市に経営
管理を委
ねる回答
(件)

設定面積
(ha)

設定件数
(件)

設定面積
(ha)

設定件数
(件)

花岡区域 624.00 258.31 224 96 34.00 42 1.18 2

平滝・
大川目
区域

438.87 169.85 133 57 67.44 28 0.00 0

赤川区域 586.10 359.40 471 216 45.01 59 0.00 0

計 1,648.97 787.56 828 369 146.45 129 1.18 2

〇令和元年度から令和２年度区域までの実績

区分 ①送付数
②回答数

（回答率＝②/①）

③市に委ねる回答
（回答に占める
割合＝③/②）

十ノ瀬区域 ２５０人
１５１人

（６０．４％）
１１２人

（７４．２％）

蛭沢区域 １６６人
８６人

（５１．８％）
５８人

（６７．４％）

杉ノ沢区域 １５８人
９９人

（６２．７％）
７５人

（７５．８％）

保滝沢区域 １０５人
５１人

（４８．６％）
３８人

（７４．５％）

計 ６７９人
３８７人

（５７．０％）
２８３人

（７３．１％）

〇令和３年度意向調査の状況
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３ 課題
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見えてきた課題

対象者１７２人のうち
問題なく森林所有者へ調査票を送付できたのは８８人

不一致等が８４人⇒相続未登記が多い

森林所有者の錯誤がないよう
徹底的な探索作業が必要

大館市の地籍調査実施率（山林） ６２％

森林所有者の高齢化・不在村化
（立ち合いできない）

予想をはるかに超える量の「相続未登記」

地籍調査未実施区域の「境界明確化」、現地踏査
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見えてきた課題

面積・林種・樹種・林齢・材積等の基本情報の曖昧さ

・森林資源情報の把握は必須
・森林資源の量と質を計測・
評価し、森林経営に反映

参加者平均７人（令和３年度実績）

・市民の抱える林業への期待と不安の抽出
・森林への関心、制度への関心を高める

森林情報の精度向上

森林経営管理制度座談会への参加率向上
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課題解決へのチャレンジ

１ 法務省データ（地図・登記）の林地台帳システムへの反映

２ 林野庁委託事業

１４

都道府県 市町村数

共有者不明森林 所有者不明森林

探索を行った
所有者数
（人）

判明した
所有者数
（人）

探索を行った
所有者数
（人）

判明した
所有者数
（人）

北海道 3 2 4 64 28

秋田県 2 0 0 153 153

山形県 1 0 0 1 1

栃木県 2 0 0 24 24

群馬県 1 0 0 4 0

千葉県 1 0 0 71 22

富山県 1 2 10 0 0

石川県 2 0 0 13 25

山梨県 2 0 0 8 1

長野県 4 28 30 5 1

岐阜県 5 2 1 108 213

愛知県 1 2 1 9 21

三重県 1 0 0 227 55

京都府 1 27 180 13 50

兵庫県 1 15 10 1 0

鳥取県 3 6 5 121 77

岡山県 3 156 5 492 75

徳島県 3 0 0 448 130

愛媛県 2 4 0 60 1

高知県 4 17 17 47 36

福岡県 1 0 0 24 2

佐賀県 2 0 0 20 24

長崎県 1 0 0 1 1

熊本県 2 1 1 59 45

宮崎県 2 41 9 72 1

合計 51 303 273 2,045 986

※令和2年度の実績



課題解決へのチャレンジ

４ 航空レーザー計測

５ 森林筆界想定図作成業務

１５

３ 林地台帳システム対応
タブレットパソコン

６ ドローン



課題解決へのチャレンジ

７ 森林資源解析業務

８ 森林３次元計測システム導入事業
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課題解決へのチャレンジ

９ 森林経営管理制度座談会
（広報・ホームページに加え、毎戸配布）

１０ 林野庁
森林経営管理制度
に係る取組事例集
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４ 成果
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「経営管理権集積計画」の設定

２０１９年１２月２５日

第１号の経営管理権集積計画を公告

・設定面積１．０８ｈａ
・当時、全国で４自治体目で、東北では初

２０２２年 ３月３１日

１３９件、１６０．７２ｈａを公告

意欲と能力のある林業経営者への再委託
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「経営管理権集積計画」の設定

集約前 集約途中

所有規模が小さく、点在する山林を集めて一つにまとめる
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「経営管理実施権配分計画」の設定
２０２１年４月１６日

第１号の経営管理実施権配分計画を公告
・設定林地 花岡地区の一部
・設定面積 １．１８ｈａ（２筆）
・設定期間 ２０年間
・県内では初
・有限会社伊東農園へ再委託
・経営管理実施権配分計画における森林保険加入
契約は全国で３番目（主伐再造林では、全国で
２番目）、東北初

大館市が初めて所有者と林業経営者をつなぐ
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「経営管理実施権配分計画」の設定

２０２１年１０月２日

森林保険加入手続再造林 完了検査

２０２１年１０月９日 ２０２１年１２月７日
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「経営管理実施権配分計画」の設定

２０２２年３月１５日

第２号経営管理実施権配分計画の公告準備へ

・株式会社石川組へ再委託
・設定候補林地 平滝地区の一部
・設定面積 ２４．７ｈａ（２０筆）
・設定期間 ２０年間

２３

令和３年度 選定委員会（令和２年度に引き続き２回目）



５ 今後の展望
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今後の展望～森林整備促進の取り組み～

森林経営管理制度の推進による
森林の集約化と未整備森林の解消

⇒国有林や公有林等との団地化
・森林面積の半分以上を占める国有林の連携
・まとまった面積を有する公有林等との連携

⇒官民連携に発展
・国有林の知見等を活かした施業技術等の普及
・土場や林道の共同利用
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今後の展望～森林整備促進の取り組み～

森林経営管理制度
×
ＤＸ

（デジタルトランスフォーメーション）

⇒森林情報デジタル化
・所有者、林業経営者をつなぎ、森林管理の効率化

⇒需給マッチング
・持続可能な林業と地域活性化
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今後の展望～森林整備促進の取り組み～

森林経営管理制度
×

地域おこし協力隊

⇒自伐型林業
・森林経営管理制度と連帯するモデル

⇒地域林業の活性化・山村振興
・長期的な多間伐施業
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更なる林業・木材産業の活性化と山元への利益還元を目指す！！

R03.11.12
北鹿新聞

R03.04.28
北羽新聞

２８



伐ったら、植える

ご視聴ありがとうございました
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